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代 表 質 問 通 告 書 

次の件について、会議規則第６３条の規定により代表質問の通告を致します。 

 

令和 ６年 ６月２４日 

                       質 問 者 

                     会 派 日本共産党 

議 員 中井 政友       

香芝市議会議長 

川 田  裕  様  

 

項  目 件   名 
答弁者 

（部局名） 

 

大項目 

 

中項目 

 

※箇条書で記入

ください。 

 

 

 

１， 市政運営検証委員会報告書について 

市長部局の内部組織として設置された上記委員会が昨年

度末に報告書を公表し解散した。内部組織であれば報告書

を公表する必要がない。公表することなく解散すればよい。

公表内容や時期についても市民に疑問を持たれている。経

過について明らかにしたい。 

① 何故だされたのか。 

② 設置が明らかになっていなかったのに、何故公に明ら

かにされたのか。 

③ 何故 3 月が報告だったのか。 

２， 新市長の政策や考えについて 

マスコミ報道や所信表明等で発言されている二元代表制

についてや市長選挙時の公約、市民団体からの公開質問状

への回答について市長のお考えを聞きたい。 

① 二元代表制について 

② 子ども真ん中社会について 

③ お年寄りの安全安心な生活を保障、鉄道・道路の利

便性の向上「10 年ビジョン」 

④ 地元産業を大切にした地域活性化 

⑤ スポーツ公園整備事業の推進について。 

３， 県域水道一体化の状況について 

９月議会に企業団設立のための企業団規約の提出予

定と聞いている。県域水道一体化の状況について質問

し、事業の今後を明らかにしたい。 

① 知事が変わったことで変化は、ないか。 

② 一体化に不参加の奈良市・葛城市が途中参加された

場合どうなるか。 

③ 民営化についての議論は、あるのか。 

④ 市町村の公平な負担を確保するための平準化につ

いて。 

⑤ 各行政によってちがう施設整備について、どのよう

な方針になっているのか。 

⑥ 今後 5年ごとに水道料金が値上げされてゆくのか。 

⑦ 国・県の補助金が終わった後は、どうなるのか。 

⑧ 統一化後の職員や業者の育成について 

⑨ 一体化においては、災害に弱くなるのでは。 

⑩ 今後の予定について 

市長 

副市長 

企画部 

産業振興局 

福祉部 

健康部 

教育部 

上下水道部 

その他、 

関係部局 



４， 介護保険料の設定について 

  第 9 期介護保険計画において本市の保険料が急増する。そ

の理由は、本市独自の要因であるのかと介護保険制度の改善

点を見つけたい。 

① 保険料の計算について 

② 給付増の理由は、なにか。 

③ 65 才以上、65 歳以下の保険料収入の割合について 

④ 利用量増なのか利用者増なのか 

⑤ 介護度ごとの利用状況、給付状況について 

⑥ 低所得者減免は十分なのか。 

１， 市政運営検証委員会報告書について 

(ア) 何故だされたのか。 

(イ) 設置が明らかになっていなかったのに、何故公に明らかにされたのか。 

(ウ) 何故 3 月が報告だったのか。 

２， 新市長の政策や考えについて 

① 二元代表制について 

・「今後も会を存続させますか」への回答や初登庁時の訓示、所信表明について。 

② 子ども真ん中社会について 

ア、保育所民営化について 

保育所民営化について学校を守る会の公開質問状において「しない」と回答された事について 

・民営化への考えについて 

・公立五位堂幼稚園・保育所について 

イ、学校統廃合について 

 「安易な学校統廃合の見直し」「Ｒ5 年 3 月学校施設の再編基本方針を進めますか。いいえ」に

ついて 

・どこが問題点と考えておられるのか。 

・今後どのように進められるのか。 

③お年寄りの安全安心な生活を保障、鉄道・道路の利便性の向上「10 年ビジョン」 

ア、 JR と公共バスとの接続をよくする事は出来ないか。 

イ、JR の回送列車を駅に停めることは事が出来ないか。 

④地元産業を大切にした地域活性化 

 ・市の産業の強みを活かした施策を。 

⑤スポーツ公園整備事業の推進について。 

・中長期の財政計画が必要でないか。 

３， 県域水道一体化の進展について 

① 知事が変わったことで変化は、ないか。 

② 一体化に不参加の奈良市・葛城市が途中参加された場合どうなるか。 

③ 民営化についての議論は、あるのか。 

④ 市町村の公平な負担を確保するための平準化について。 

⑤ 各行政によってちがう施設整備について、どのような方針になっているのか。 

⑥ 今後 5年ごとに水道料金が値上げされてゆくのか。 

⑦ 国・県の補助金が終わった後は、どうなるのか。 

⑧ 統一化後の職員や業者の育成について 

⑨ 一体化においては、災害に弱くなるのでは。 

⑩ 今後の予定について 

４， 介護保険料の設定について 

① 保険料の計算について 

② 給付増の理由は、なにか。 

③ 65 才以上、65 歳以下の保険料収入の割合について 

④ 利用量増なのか利用者増なのか 

⑤ 介護度ごとの利用状況、給付状況について 

⑥ 低所得者減免は十分なのか。 

 



代 表 質 問 通 告 書 

次の件について、会議規則第６３条の規定により代表質問の通告を致します。 

 

令和６年６月２４日 

                       質 問 者 

                     会 派 香芝市議会自由民主党 

議 員 木下 充啓 

香芝市議会議長 

川 田  裕  様  

 

項  目 件   名 
答弁者 

（部局名） 

 

大項目 

 

中項目 

 

※箇条書で記入

ください。 

 

 

 

1. 市長公約・所信表明について 

(1) 「「子ども真ん中社会」の徹底推進」について 

(2) 「お年寄りの安心安全な生活の保障」について 

(3) 「地元産業を大切にした地域活性化」について 

(4) 「鉄道・道路の利便性向上」について 

(5) 「あらゆる分野できめ細やかな行政を実現」に

ついて 

2. 本市の景観維持・向上について 

(1) 景観と本市のブランド価値について 

(2) 短期的な景観向上策について 

(3) 長期的な景観向上策について 

市長 

副市長 

教育長 

総務部 

産業振興局 

危機管理監 

生活安全部 

都市創造部 

教育部 

その他関係

部局 

（要 旨）※できるだけ具体的に記入願います。 

１．市長公約・所信表明について 

(1) 「「子ども真ん中社会」の徹底推進」について 

全国的にも加速度的に進む少子化に対応するため、子育て支援を充実させ、子ど

もを産み、育てやすい環境を整備することは、国、県そしてすべての基礎自治体に

おいて重要課題と位置付けられる。子育てで選ばれるまちになるためには、市長公

約にある経済的支援や教育環境の整備は欠かすことはできない。また、学校教育に

おいて、知・徳・体のバランスのとれた子どもの育成、特に学力の向上は重要であ

り、底上げによる全体的な水準の引き上げが必要と考える。 

基礎学力をつけることは、子どもたちの将来の選択肢を狭めず、よりよい人生を

送るための重要な要素のひとつである。「「子ども真ん中社会」の徹底推進」のうち、

市内の子どもたちの学力で奈良県トップ水準を目指すことについてお聞きする。 

① 学力を奈良県内でトップ水準にするとはどれぐらいのレベルを想定してい

るのか。 

② 何を KPIとして学力水準を把握し改善していくのか。 

③ 所信表明では中学生の学力水準を上げるとなっているが、そのためには小学

生から取り組む必要があるがどのように考えているのか。 

④ 学力を向上させるために現在までにどのような取り組みを行ってきたのか。 



⑤ 現在の課題とこれからの重点的な取り組みは何か。 

(2) 「お年寄りの安心安全な生活の保障」について 

比較的平均年齢の低い本市においても、高齢化の波は避けることができない。元

気なお年寄りが増えるとともに、早期の運転免許証の返上などで移動の自由が制限

される高齢者や、そもそも移動が不自由な障がい者の方がおられる。 

「自家用車がなくても暮らせるまちづくり」は、これからの社会には必要不可欠

な要素であり、最近、新聞でも取り上げられたコミュニティバスの運用方針につい

てお聞きする。 

① 高齢者や障がいをお持ちの方の「移動の自由」を確保するために必要な方策

は何か。 

② コミュニティバスの運営を持続可能なものにするためには何が必要か。 

③ 高齢者等の「移動の自由」と費用対効果のバランスをどのようにとっていく

のか。 

(3) 「地元産業を大切にした地域活性化」について 

本市は立地や環境の良さから大阪のベッドタウンとして発展してきたが、地元の

商工業者も多く存在する。地域の活性化や市民が職住接近のメリットを受けやすく

するためにも地元産業、事業者の成長・発展が欠かせない。 

自由主義経済では、事業者の自律的な活動が基本であり、行政が支援できること

には限界があるが、どのような支援が可能なのか現段階での構想をお聞きする。 

① どのような産業を誘致、創業支援、育成していくのか。 

② 地域の事業者の課題をどのように捉えているのか。 

③ 大きな課題である人材確保に関しどのような支援が考えられるのか。 

④ 既存産業の発展と新しい産業・事業の育成には何が必要と考えるのか。 

⑤ 事業者の誘致や育成のために市営のコワーキングスペースを設置する可能

性はあるのか。 

(4) 「鉄道・道路の利便性向上」について 

鉄道・道路の利便性向上についても推進を希望するものである。近鉄二上駅では

乗降客の急増による車両増加やダイヤ改正による停車本数の増加など近鉄による

対策が講じられてきたが、急行の停車駅になるには至っていない。 

急行の停車の実現可能性と駅周辺の通行車両の増加や通学児童の安全確保につ

いてお聞きする。 

① 二上駅が関屋駅に急行を停めるために近鉄と協議するとことであるが、どの

ような時間軸で進めていくのか。 

② 近鉄も営利企業であり株主の利益のために事業を行っている。そのような企

業の経営に対して地方自治体が影響を与えることはできるのか。 

③ 二上駅の西側の踏切の改良も近鉄との協議が必要で時間がかかる。どのよう

な対策を考えているのか。 

④ 踏切の拡幅は自動車の交通量が増加しかえって歩行者には危険ではないの

か。 

⑤ 車道は 1車線のままとし、別に歩道を設置することを検討できないか。 

(5) 「あらゆる分野できめ細やかな行政を実現」について 

公約と所信表明には様々な項目において取り組み方針が掲げられており、ぜひと



も推進をお願いしたい。特にある程度の規模以上の音楽コンサートなどが行える施

設の再興を期待する声を多く聞く。また、防災に関しては、将来発生が予想される

大地震等の自然災害に備え、防災無線の整備と避難行動要支援者のための個別避難

計画策定にコミットいただいている。 

 モナミホールに代わる複合施設の整備方針と防災の重要性についてお聞きする。 

① 複合施設の整備を進めるとのことであるが、実現に向けて動くと仮定した場

合のおおよそのスケジュールはどのように考えているのか。また、財政面で

の課題にどのように対処していくのか。 

② 防災については、自助・共助の浸透が重要である。その推進役である自主防

災組織の底上げ、活性化についての考えはどうか。 

 

２．本市の景観維持・向上について 

(1) 景観と本市のブランド価値について 

他の地域から移り住みたいと思うまち、市民が住み続けたいと思うまちは、行政

によるソフト、ハード両面の支援に加え、景観がよく気持ちよく暮らせるまちであ

ることが重要と考える。また、そのような環境が本市のブランド価値を高め、市民

の生活を物心両面で豊かにすると考える。 

景観の維持・向上と本市のブランド価値について基本的な認識をお伺いする。 

① 本市の現在の景観についての印象と景観が本市のブランド価値に与える影

響をどのように考えているのか。 

② 本市の景観の維持、さらなる向上に向けて、どのような施策に取り組む予定

なのか。 

(2) 短期的な景観向上策について 

 本市の景観を維持・向上させるためにできる短期的な方策についてお聞きする。 

① 景観に大きなインパクト与えるものとして、ゴミのポイ捨てや雑草の放置が

あるが、特に目につきやすい駅前スペースの雑草対策について現状はどう

か。 

② 二上駅北側ロータリーは特に緑が多いが雑草対策はどうなっているのか。 

③ まち路樹の下のつつじなどの低木は雑草の処理がしにくく美しい時期は少

ないような印象である。ボランティア団体が花などを植栽されているところ

もあるが、駅前の雑草対策にボランティアの活用を検討できないか。 

④ 市内の桜並木の保存について、特に特定外来生物であるクビアカツヤカミキ

リによる被害状況はどうか、また、どのように対応するのか。 

(3) 長期的な景観向上策について 

本市の景観を維持・向上させるために長期的に検討すべき課題として無電柱化に

ついてお聞きする。 

① 景観向上や防災などの観点から国が無電柱化を推進しているが、本市での取

り組み状況はどうか。 

② 無電柱化以外の手法についてどのような手法があるのか、また、取り組む予

定はあるのか。 

 

 



 

代 表 質 問 通 告 書 

次の件について、会議規則第６３条の規定により代表質問の通告を致します。 

 

令和 6年 6月 24日 

                       質 問 者 

                     会 派 香芝市議会公明党 

議 員 河杉 博之   

香芝市議会議長 

川 田  裕  様  

 

項  目 件   名 
答弁者 

(部局名) 

 

大項目 

 

中項目 

 

※箇条書で記入く

ださい。 

1.近鉄五位堂駅西側踏切・南側道路等の安全確保につ

いて 

１）西側踏切の混雑解消について 

２）朝夕の駅への送り迎えを含む南側の狭隘道路の解

消について 

３）五位堂・五ヶ所線の計画道路の見直しについて 

２．総合窓口（ワンストップサービス）の考え方につ

いて 

１）おくやみ窓口の開設について 

２）書かない窓口の現状について 

３．教職員の働き方改革（負担軽減）について 

１）学校と保護者間の連携について 

２）教職員の子どもとの向き合う時間について 

３）教育委員会の関わりについて 

 

市長 

副市長 

企画部 

市民環境

部 

都市創造

部 

教育部 

1.近鉄五位堂駅西側踏切・南側道路等の安全確保について 

１）西側踏切の混雑解消について 

・駅南地域の人口増加に伴い、朝夕の混雑状況の解消についてどの様な取り組みがで

きるのか、現状を伺う 

２）朝夕の駅への送り迎えを含む南側の狭隘道路の解消について 

・駅に向かう道路の安全性確保についての取り組みはどの様なものか 

・登下校時の安全確保について（インフラ面から） 

３）五位堂・五ヶ所線の計画道路の見直しについて 

・西側踏切周辺の道路、交差点の改良・改修が容易ではないことを踏まえた上で、都

市計画道路である「五ヶ所・五位堂線」の新たなる考え方について 

 

 



 

２．総合窓口（ワンストップサービス）の考え方について 

１）おくやみ窓口の開設について 

・現在、おくやみ関係の届出を行う場合の現状はどの様になっているのかを伺う 

・多くの所管にまたがる届出が必要になると聞くが改善についての考え方について問う 

２）書かない窓口の現状について 

・将来に向かって「書かない窓口」の開設に向けていただいている様だが、おくやみ窓

口との連携について 

 

３．教職員の働き方改革（負担軽減）について 

１）学校と保護者間の連携について 

・教職員と保護者の間の連絡を取り合うことについての現状について伺う 

（天理市で開設された「ほっとステーション」とは） 

２）教職員の子どもとの向き合う時間について 

・教員の働き方改革が議論されているが、現状の先生と生徒・児童達との向き合う時間

についてどのような状況かを伺う 

３）教育委員会の関わりについて 

・学校（教職員）と教育委員会との関わりについて伺う 

 

 



一 般 質 問 通 告 書 

次の件について、会議規則第６３条の規定により一般質問の通告を致します。 

 

令和 ６ 年 ６ 月 ２４ 日 

                     質 問 者 

                      議 員     川田  裕      

香芝市議会議長 

川 田  裕  様  

 

項  目 件   名 
答弁者 

(部局名) 

 

大項目 

 

中項目 

 

※箇条書で記入く

ださい。 

（１）経常収支比率の今後の推測について 

①香芝市の経常収支比率の動向推測 

②臨時財政対策債の減額の影響 

③経常収支比率の推測からの方針 

（２）定員管理計画について 

①定員管理計画の策定の経緯 

②定員管理計画の策定状況 

③定員管理計画の策定後の方針 

（３）小学校統廃合決定の虚偽について 

①小学校統廃合決定の虚偽 

②学校適正化の人口推測 

③香芝市学校施設等長寿命化計画の見直しの概念 

（４）物価高騰による学校給食の充実への影響 

①物価高騰による影響 

②食育教育への影響 

③給食費見直しの考え 

（５）EBPM（エビデンス・ベースト・ポリシー・メ

イキング）について 

①行政事業レビューシートの作成有無 

②政策施策決定に係る EBPMの方針 

③EBPMの演繹的手法の確認 

（６）災害時における廃掃法第７条事業者との協定に

ついて 

①廃掃法第７条事業者との災害協定等の有無 

②災害時の廃掃法第６条の２等の履行 

③災害協定の必要性についての考え 

市長 

副市長 

担当職員 



（要 旨） ※ できるだけ具体的に記入願います。 

 

（１）経常収支比率の今後の推測について 

 地方公共団体の財政を考える場合、経常収支比率の確認は重要事項である。今後の投

資的経費又は政策を考える場合、経常収支の推移を考えずに予算編成を行えば義務的

な事務に多大な影響を与えることは言わずもがなである。また注意すべき点は、地方財

政計画の方針の変更により、国が地方公共団体に地方交付税の不足を補う措置として、

平成１３年に臨時財政対策債（以下「臨財債」という。）の制度が導入された。しかし

一時的な措置とされたものの、度重なる制度の延長により、その額の増大と交付税措置

による負担は令和３年度末で５４兆１千億円に膨れ上がっている。また交付税及び譲

与税配付金特別会計（以下「交付税特会」という。）への地方の借金残高は令和４年度

末で３０兆円とされ、これまで先送りされて来た交付税特会への償還も再開された。そ

の地方財政計画における予算配分の帳尻合わせから、平成１３年度以降から地方交付

税の過不足を補う資金を供給し続けてきた臨財債の発行額は激減（図２参照）され、真

水の地方交付税は減額しているとの見方が指摘されている。その証明として、普通交付

税は増額しているが、その中身を検証すると令和２年度から発生した新型コロナ対策

に係る交付税の増であり、その対策費等を差し引くと交付税の増額はないと示唆でき

る。更に、平成２４年度を基準年とし、香芝市の臨財債発行額を令和４年度で比較する

と約１０億円が減額。然しながら基準財政需要額を観察すると、基準年から新型コロナ

交付金等が措置される以前の令和元年で比較すると約８.９億円の増。仮に現年度にお

いて新型コロナ交付金等の措置費が消滅した場合、逆に交付される額が減少している

恐れもある。これらの観察及び先の予見すらなく新型コロナ交付金等の交付時の支出

感覚でスクラップもなく新規事業を増大させることは適正でない。また、この近年の物

価高騰等により経常支出単価も上昇しており、経常経費充当一般財源等と経常一般経

費等及び臨財債等の検証及び推測による経常収支比率の観察は、予算編成における基

本的事項と言える。 

 以上の質問主意説明から、以下の質問を行う。 

 

※総務省決算カードから作成 

①香芝市の経常収支比率の動向推測 

 質問主意においての説明から、香芝市の経常収支比率の先の推測を示されたい。 

②臨時財政対策債の減額の影響 

 質問主意においての説明から、臨財債の減額とその先の見通し及び基準財政需要額

との関係の見解を示されたい。 

③経常収支比率の推測からの今後の方針 

 経常支出につながる新規施策とスクラップの関係及び、経常支出の抑制も含む香芝



市の見解を示されたい。 

（２）定員管理計画について 

 定員管理計画については、昨年度の議会においても質問を行ったが、その重要性の理

解について香芝市の見解を改めて求めるものである。 

 定員管理計画は過去において策定すらなされておらず、香芝市においては一般職の

不足が著しく、行政事務が増加する中において担当職員は大幅に不足していると答弁

している。 現実に、防災事務、公有財産有効活用の検討、その他多くの事務の停滞に

も関連している。その重要性は香芝市も理解するところであるが、一般職員の著しい不

足は市民への住民サービスの低下に直結するものであり、放置され続けてきたことに

驚くばかりである。 

 香芝市は、定員管理計画の策定作業を始めることを表明しているが、再度一般職員数

が他団体と比較し、著しく不足している原因及び放置理由、現在の策定状況、今後の定

員管理計画の方針等を質すものである。 

 以上の質問主意説明から、以下の質問を行う。 

①定員管理計画の経緯と必要性の認識 

 定員管理計画を策定するに至った経緯及びその必要性について示されたい。 

②定員管理計画の策定状況 

 定員管理計画の策定状況及び策定予定を示されたい。 

③定員管理計画の方針 

 今後の計画の進め方等について示されたい。 

（３）小学校統廃合の虚偽について 

 「香芝市学校施設の再編等に関する基本方針（以下「基本方針」という。）」とは、香

芝市学校施設等長寿命化計画を見直すための基本方針を作成するものである。現実に

は、令和６年度から調査及び審査が開始される「香芝市望ましい学校環境検討委員会」

において、教育的観点等も含めた適正規模等の検討が予定されている。検討結果は先の

話であるが、香芝市教育委員会（以下「市教委」という。）の行政文書、住民基本台帳

及び国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計等を参考に、一部の小学校を例とし

将来の児童数の推移を表１に示した。 

 市教委の過去の検討における小学校の適正規模（１クラス３５人学級）は、一つの小

学校で１８クラス以下（中規模学校）が適正とされ、１８クラス以上の大規模校になる

クラス数では、適正化を行わない旨の記述がみられる。これらの内容から観察すると、

２６年先の 2050年においても、適正化の水準には達することはなく、３０年先におい

ても達しない人口推測である。更に、少人数学級が求められる傾向もあり、将来におい

て３０名学級などに変更されるなら、小学校の適正化は４０、５０年先の話が適正であ

る。また、学校統廃合反対との政治的活動では、地域や PTAなどに事前の説明がない

旨の意見も存在したが、３０年以上先の話について、市教委はいったい何の説明を行う

のか、全国でも３０年前から説明を行う行政など存在するのか、という多大な疑問が沸

き上がる。 

 然しながら、この度の市長選挙又はそれ以前から「学校統廃合が決定した」などの

虚偽が市民に周知され、それを理由に一部の報道機関においては「市長選の争点」と

まで報道されている。また、基本方針には、「香芝市学校施設等長寿命化計画を見直

すための基本方針を作成するものである」と明記されており、教育施設等の環境整備



等の一定の方針を示さなければ、無闇な行政事務の執行など行うことはできない。 

 上記した内容から、学校統廃合の決定の虚偽及び発信に対する市教委の対応、児童

数推計の市教委との差異、香芝市学校施設等長寿命化計画を見直す概念等を示された

い。 

以上の質問主意説明から、以下の質問を行う。 

 

①適正化の人口推測 

 市教委の行政文書の確認等から表１を作成したが、小学校の適正化は最低でも３０

年以上先の話と思慮するが、市教委の見解を示されたい。 

②小学校統廃合の決定の虚偽 

 小学校統廃合の決定など虚偽であるが、その事実確認及び虚偽の情報周知に対する

市教委の事実の周知について示されたい。また、３０年以上先と予想される小学校適正

化については将来の住民が意思決定するものであると思慮するが、併せて市教委の見

解も示されたい。 

③香芝市学校施設等長寿命化計画の見直しの概念 

 小学校適正化と香芝市学校施設等長寿命化計画の見直しは、別の概念であると思慮

するものである。市教委における香芝市学校施設等長寿命化計画の見直しの概念を示

されたい。 

（４）物価高騰による学校給食の充実への影響 

 学校給食の賄い材料について、多くの住民から品種の変更により給食の味が美味し

くないとの声が届く。その原因は容易に想像がつくが、物価高騰等の影響により現在

4,900円（給食費 4,500 円＋市補助 400円）の給食費中での帳尻合わせとなり、献立を

考える側からの悩みも聞く。また児童や生徒たちは、給食の賄い材料の品種の変更によ

り、学校における食育の推進・学校給食の充実にも影響を与えかねない状況である。以

前は、香芝市の給食は「美味しい給食」として評判が高いものであったが、物価の高騰

等により評価の維持も困難なものとなりつつあり、物価高騰に対する対応を遅滞なく

行うべきと思慮する。市教委においては、単なる食の供給だけに留まらず食育教育を始

めとした食育基本法の目的及び理念に寄与することは、地方公共団体の責務でもある。

以上述べた趣旨から、物価高騰による食育基本法の目的及び理念から市教委の見解を

示されたい。また参考資料として、「学校給食賄い材料費への補助及び物価について」

のレポートを作成したので参照されたい。 



以上の質問主意説明から、以下の質問を行う。 

①物価高騰による影響 

 学校給食における物価の高騰による影響は大きいものと思慮する。賄い材料費は現

状維持を行っているが、具体的に食品等の物価の高騰の度合いの程度は如何なものか

示されたい。 

②食育教育への影響 

 学校給食の充実は、市教委においても向上を目指し高い評価も受けてきたものであ

る。然しながら物価高騰の影響により、子ども達への教育の一部として食育基本法も制

定される中、その理念等の推進は市教委の責務でもある。物価高騰等による食育教育等

への影響は、如何なものか示されたい。 

③給食費見直しの考え 

 小学校の保護者からは、「給食費を上げても良いから、以前のような美味しい給食に

戻して欲しい」などの意見を聞く。様々な考えは在ると思慮するが、物価高騰は全ての

保護者が既知のものであり、食育教育の観点からも保護者の意見を聞く必要があると

思慮する。物価は待ったなしに上昇している状況であり、保護者で構成する香芝市学校

給食運営協議会等の意見を聞く考えは在るか示されたい。 

（５）EBPM（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング）について 

 EBPM（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング）は、証拠に基づく政策立案、

政策の企画をその場限りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化したうえ

で合理的根拠（エビデンス）に基づくものとすることと、内閣府の資料には示される。 

 EBPM の取組みは全国の地方公共団体においても研究及びその推進に取組まれる

が、香芝市においての EBPMの取組みには甚だ疑問がある。政策立案に対するエビデ

ンスの抽出には、課題設定におけるその解決に関しての各種因子との因果関係が必要

とされ、職員が予算計上額に基づいて、それを目標設定とするならば何ら効果作用は現

れず、機械的作業に終始することは言わずもがなである。香芝市都市経営市民会議に出

席をしてきたが、その審議事案として事業の評価レビューが示されるが、その効果検証

とされる評価指標は予算執行における検証に留まり、効果検証については職員が定め

た目標が設定とされている。EBPM の取組みは統計分析が主となり、入り口の論理と

して統計分析の手法等を十分に理解していない者が行う場合には、その結果は形骸化

したものであり意味をなさない。何故なら統計マインドの成熟無くして、因果関係は語

れない。香芝市においては、約 15年前に統計分析の重要性を審議した記憶がある。そ

の内容では EBPM の重要性が審議とされ、統計分析ソフトでは有名である IBM の

SPSSの購入も多額の金額を支出して導入されている。然しながら香芝市においては、

多額の支出を要して購入した統計ソフトの利用も殆どなされず、現在に至っている。

EBPM を取り入れ証拠に基づく政策立案、又は予算編成においても確率論から導かれ

る因果関係を重視する姿勢が無いのである。議員の質問においても、行政の重要事項の

課題解決につながる意見も見受けられるが、その実行に及んでは合理的根拠が絶対条

件となる必要性は必須である。稀には、只々自身の主観的希望の意見も見受けられ、行

政の政策に寄与するとは思えないものも多いのも事実である。 

 EBPM は、予算編成に関し最重要事項であり、職員がエビデンスを有すると主張し

ても、後に検証すれば何らエビデンスすら確認できない施策もあり、議員の政治的主張

も声として聴くことは重要であるが、実行においてはエビデンスが無ければ意見とし



て聞くに留まる。これ等の事由から、香芝市においての EBPMへの取組みの成熟を求

めるものであり、各視点に関し質すものとする。 

 以上の質問主意説明から、以下の質問を行う。 

①行政事業レビューシートの疑義 

 香芝市が行う事業レビューシートは存在するが、形骸化したものになっている可能

性が高い。現在で香芝市が行っている事業レビューシートの問題点を示されたい。 

②政策施策決定に係る EBPMの方針 

 職員の EBPM研修を含め、政策の目的の達成までに至る因果関係の仮説を示す必要

がある。現在の概念から改善及び是正方針を具体的に示されたい。 

③EBPMの演繹的手法の確認 

 EBPM の作業において、職員はマニュアル等に従い、多大な時間を要し懸命に資料

等の作成を行っている。然しながらその作業の効果的検証は行われておらず、有効性の

実証は帰納的である。それを確認するためには、効果の測定手法等を整理し、EBPM

の効果検証を行う演繹的手法の確認は欠かせないと思慮する。その手法について示さ

れたい。 

※要望：統計マインド及びその応用による EBPM等の実行能力の習得には時間を要す

る。市長が指摘する法務能力の向上も重要だが、併せて政策立案及び政策評価等の能力

の向上も必須と思慮する。若手の職員から意見を聞くと、統計学及び EBPM等には非

常に興味を持つ者が多いと聞き及ぶ。それには学習環境の整備は勿論のこと、実行する

研修計画も策定する必要がある。当然に適正な予算配当も必要となることから、市長に

は、若手職員の統計学及び EBPM等の能力向上の為の環境整備を要望する。 

（６）災害時における廃掃法第７条事業者との協定について 

 廃掃法の事務に係る執行は重要事項であり、地方公共団体としては軽視できないも

のである。特に災害時での事務執行は多くの困難が予見でき、事前の備えは欠かせない

ものである。その一部として災害時の対応を考えた場合、一般廃棄物の収集、運搬及び

処分において事業者等との協議の上、災害時の援助等の協定は欠かせないものと思慮

する。特に災害時には公衆衛生の観点からも、一般廃棄物のストック場所、簡易トイレ

等も必要とされる。然しながら香芝市において、公衆衛生に支障を生じることを防ぐ物

資は皆無又は不足しており、その対応を可能とする準備は欠かせない行為と思慮する。

そこで災害時での香芝市と事業者等の協定の状況の確認、及び今後の方針について示

されたい。 

以上の質問主意説明から、以下の質問を行う。 

①廃掃法第７条事業者との災害協定等の有無 

 香芝市において、廃掃法第７条事業者（ゴミ収集事業者を除く）との災害時の協定の

締結は行われているか示されたい。また、近隣市町の協定の締結状況も併せて示された

い。 

②災害時の廃掃法第６条の２の履行 

 災害時には予想を超える困難が発生するが、廃掃法第６条の２による一般廃棄物を

生活環境の保全上支障が生じないうちに収集、運搬、処分が義務付けられる。災害時の

対応を推測した場合、行政単独で対応することは困難であり、事業者等との協定は欠か

せない事項と思慮する。現在の状況（協定が締結されていない場合）では、災害時にど

のような困難が予想されるか示されたい。 



③災害協定の必要性についての方針 

 住民の衛生等を鑑みた場合、災害時では多種にわたる困難事案への対応能力は必要

であり、行政もその能力向上に努めなければならない。協定の必要性について示された

い。 

 



一 般 質 問 通 告 書 

次の件について、会議規則第６３条の規定により一般質問の通告を致します。 

 

令和 ６年 ６月 ２４日 

                       質 問 者 

                     議 員  中谷 一輝      

香芝市議会議長 

川 田  裕  様  

 

項  目 件   名 
答弁者 

（部局名） 

 

大項目 

 

中項目 

 

※箇条書で記入

ください。 

（１）三橋新市長の方針等について 

① 「子ども真ん中社会」の徹底推進について 

② お年寄りの安全安心な生活を保障について 

③ 地元産業を大切にした地域活性化について 

④ 鉄道・道路の利便性の向上について 

⑤ あらゆる分野できめ細やかな行政を実現について 

 

市 長 

副 市 長 

教 育 長 

危機管理監 

各関係部局 

（要 旨）※できるだけ具体的に記入願います。 

 

（１）三橋新市長の方針等について 

令和６年６月３日より新市長として三橋市長が就任され、新たな体制での市政運営がス

タートしました。三橋市長におかれましては就任後すぐの定例会とあってまだまだ詳細

まで把握されてないと思いますので公約に掲げられたことについて現段階での考え方を

お伺いします。 

① 「子ども真ん中社会」の徹底推進とありますが、「子ども真ん中社会」とはどういっ

たものなのか、小中学校の入学時の制服を無償化・待機児童の解消・保育士の処遇の

向上・保育士の人材確保・学校や公園等の公有施設の有効活用等についてお伺いしま

す。 

② お年寄りの安全安心な生活を保障について、今までは比較的若い街でしたが着実に高

齢化は進んでいます。「自家用車がなくても暮らせるまちづくり」を目指すとありま

すが、香芝市ではコミュニティバスやデマンドタクシーがあり民間事業者とのバラン

スはどのように考えて充実させていくのかをお伺いします。 

③ 地元産業を大切にした地域活性化について、現在行っている創業支援事業はまだまだ

認知度が低いと感じています。現行支援制度についてどのように考えているのかをお

伺いします。また、市内主要駅前の再開発についての考えをお伺いします。 

④ 鉄道・道路の利便性の向上について、近鉄の二上駅・関屋駅のいずれかを急行の停車

駅とするため近鉄と協議は早期に行うのか？また、都市計画道路について何十年も進

んでいない計画もあり、計画当初と現在では状況も変わってきているため優先順位の 

 



見直しや計画自体の見直しはどのように考えておられるかを伺います。 

⑤ あらゆる分野できめ細やかな行政を実現について、スポーツ公園のプールはかなり遅

れましたがようやく竣工のめどがつきました。しかし香芝市には長い間動いていない

総合公園の計画もあります。今年度、総合公園の基本構想を作成されていると思いま

すがその内容とその後のスケジュールについてお伺いします。防災に関しまして避難

所運営は自主防災組織となっていることから、各避難所の担当自主防災組織を決めて

おく必要があると考えますが市長の考えをお伺いします。最後に様々な事業を行うた

めの財源確保について、職員の資質向上のための取り組み等についてをお伺いしま

す。 

 



一 般 質 問 通 告 書 

次の件について、会議規則第６３条の規定により一般質問の通告を致します。 

 

令和 ６年 ６月 ２４日 

                       質 問 者 

                     議 員   上田井 良二 

香芝市議会議長 

川 田  裕 様  

 

項  目 件   名 
答弁者 

（部局名） 

 

大項目 

 

中項目 

 

※箇条書で記入

ください。 

 

 

１．定額減税について 

 ①具体的な制度や仕組みについて 

 ②香芝市への影響等について 

  

２．市長選挙期間中の市民からのお問合せについて 

 ①投票済証について 

 ②選挙ハガキについて 

 

３．新市長のお考えや思いを聞く 

 ①防災訓練の実施について 

 ②帯状疱疹ワクチン接種費用の助成について 

 ③５歳児検診について 

市長 

副市長 

企画部 

総務部 

財務局 

選挙管理委員会 

その他 

関連部局 

 

（要  旨）※できるだけ具体的に記入願います。 

 

１．①今月より実施される｢定額減税」についてまず制度の概要と対象者ついての確認

をおこないその仕組みについて｢給与所得者」「年金受給者」｢個人事業者」別にそ

れぞれ所得税・住民税が減税される仕組みや、それらにより特別な条件に該当する

事となった市民への対応方法を伺う。 

②今回の定額減税に伴う、香芝市の税収への影響や担当部署に掛かる業務量の変化

などについて現在の状況と今後について確認する。 

 

２．今回の香芝市長選挙において選挙期間中に何点かについて、市民の皆様より頂きま

したお声やご質問について改めてお聞きします。 

①今回の選挙において投票を済ませた市民の方に対して「投票済証」をお渡しして

いると聞いたその内容と理由、また今後についてを聞く。 

②選挙期間中に自宅へ郵送された「選挙ハガキ」についてのお問合せを頂きました

が、その内容についての違反性の確認と市民の皆様のご意見を伝えると共に今後の

対応をお願いする。 

 

３．過去に質問させて頂いた３点の事項について新市長のご意見を伺う。 

 



一 般 質 問 通 告 書 

次の件について、会議規則第６３条の規定により一般質問の通告を致します。 

 

令和 ６年 ６月 ２４日 

                       質 問 者 

                     議 員   眞 鍋 亜 樹          

香芝市議会議長 

川 田  裕  様  

 

項  目 件   名 
答弁者 

（部局名） 

 

大項目 

 

中項目 

 

※箇条書で記入

ください。 

 

 

 

１．「子ども真ん中社会」の実現に向けて 

⑴ こどもに関する条例の制定について 

⑵ 産後ケア事業の取組について 

⑶ 離婚後の共同養育の体制づくりについて 

 

２．学校に行きづらいこどもたちの居場所について 

⑴ 不登校のこどもたちの現状と対応について 

⑵ 令和 4年 6月定例会の答弁からの進捗状況について 

⑶ 令和 6年度から始まる新たな取組について 

⑷ 今後の対応の方向性と重要性の認識について 

 

３．こどものあそび場（都市公園）について 

⑴ 遊具点検を受けた市内都市公園の現状について 

⑵ 遊具点検の方法について 

⑶ 今後の整備方針について 

 

市長 

副市長 

教育長 

福祉部 

都市創造部 

教育部 

その他関係部

局 

 

 

 



（要 旨）※できるだけ具体的に記入願います。 

 

１．「子ども真ん中社会」の実現に向けて 

市長が公約に掲げる「子ども真ん中社会」の実現に向けて、以下３つの事業への見解を伺う。 

⑴ こどもに関する条例の制定について 

 「こどもに関する条例」は、子どもたちの権利と福祉を保護し、健全な成長と発展を支援するため

の重要な法的枠組みである。令和５年９月定例会において、前市長より本市においても「こどもに関

する条例」の制定について取り組んでいくとのご答弁があったが、市長の改選が行われたいま、本市

における「こどもに関する条例」の制定についての見解を伺う。 

 

⑵ 産後ケア事業の取組について 

 産後ケア事業は、退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポートを行い、産後も安心して子

育てができる支援体制の確保を行うものである。身体的・精神的サポート、育児支援、家族全体のサ

ポート、社会的孤立の防止、公衆衛生の向上など多岐にわたる重要な役割を果たす。本市においては、

令和４年４月より事業が開始され、丸２年が経過し着実に周知が広がっている。今後の産後ケア事業

の方向性についての見解を伺う。 

 

⑶ 離婚後の共同養育の体制づくりについて 

離婚後の「共同親権」導入を趣旨とする民法等の一部を改正する法律が、今年５月に成立・公布さ

れ、公布から２年以内に施行されることとなった。これに向けて、基礎自治体として共同養育の体制

づくりをしていくことが求められている。市民にとって一番身近な基礎自治体としてできることとし

て、「共同養育計画書」作成に向けての支援や「親子交流の支援」について、令和６年３月定例会の

一般質問のなかでもお願いしてきた。こどもの権利とこどもの最善の利益の観点から、今後、基礎自

治体だからこそできる共同養育のための支援体制への取組に対しての見解を伺う。 

 

２．学校に行きづらいこどもたちの居場所について 

 少子化であるにも関わらず、学校に行きづらいこどもたちは年々増加傾向にあり、居場所の提供は、

彼らの心理的安全、自尊心、社会的つながりの確保に大きな役割を果たす。令和４年６月定例会にお

いて、学校に行きづらいこどもたちの居場所づくりについて一般質問を行ったが、その後の取組状況

や令和６年度の新たな取組についてと今後の方向性について伺う。 

⑴ 不登校のこどもたちの現状と対応について 

（令和４年６月以降の推移、すみれ教室、たんぽぽ教室等） 

⑵ 令和４年６月定例会の答弁からの進捗状況について 

（パンフレット、面談室、安心する居場所づくり等） 

⑶ 令和６年度から始まる新たな取組にについて 

（不登校等相談員の配置等） 

⑷ 今後の対応の方向性と重要性の認識について 

 

３．こどものあそび場（都市公園）について 

こどもたちのあそび場としての都市公園は、こどもたちの社会的な繋がりを持つ場であり、健康的

な成長と発達を支えている。身体的健康、社会性の発達、創造性の刺激、精神的健康、安全なあそび

場の提供、家族の交流、環境教育、利便性の向上といった多くの側面で、公園は子どもたちにとって



重要な役割を果たす。昨年度、市内都市公園の一斉遊具点検が実施され、その結果、使用禁止となっ

ている遊具が多くなっている。公園遊具の現状と今後の整備方針について伺う。 

⑴ 遊具点検を受けた市内都市公園の現状について 

（使用禁止の遊具の現状） 

⑵ 遊具点検の方法について 

（通常の遊具点検の方法、一斉遊具点検における方法等） 

⑶ 今後の整備方針について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



一 般 質 問 通 告 書 

次の件について、会議規則第６３条の規定により一般質問の通告を致します。 

 

令和 ６年 ６月 ２４日 

                       質 問 者  

                    議 員  清 川 希 代 子 

香芝市議会議長 

川 田  裕  様  

 

項  目 件   名 
答弁者 

(部局名) 

 

大項目 

 

中項目 

 

※箇条書で記入く

ださい。 

 

 

 

 

１．投票率向上のための取り組みについて 

 

①香芝市長選挙・香芝市議会議員補欠選挙における投

票率について 

②新たな取り組みの効果と課題について 

③市民の政治参加促進のための施策について 

 

 

２．障がい者への就労支援促進に関する取り組みについ

て 

 

①障がい者への就労支援について 

②香芝市における障がい者雇用について 

③障がい者雇用支援促進について 

   

 

 

 

 

 

 

市長 

副市長 

教育長 

企画部 

福祉部 

教育部 

選挙管理

委員会 

その他関係

部局 



（要 旨） ※ できるだけ具体的に記入願います。 

 

１．投票率向上のための取り組みについて 

なぜ投票に行くべきなのでしょうか。理由は様々ありますが、民主主義社会において自ら

の意志を反映させる貴重な機会であり、投票は個々人の意見や価値観を反映する権利の行

使、自分の声を政治的決定に直接影響させることができる唯一の手段であることが挙げら

れます。そして投票は社会的責任の一環です。政治的な決定が個人や地域社会に与える影

響を理解し、その責任を果たすことが重要です。 

また、政治家や政党の政策が社会や国の将来にどのような影響を与えるかを決める権利

を持っています。投票は、自分の望む社会や国の将来像を実現するための手段です。投票

は個々人の意見や価値観を反映する権利の行使です。自分の声を政治的決定に直接影響

させることができる唯一の手段です。 

さらに、投票は社会的責任の一環です。政治的な決定が個人や地域社会に与える影響を

理解し、その責任を果たすことが重要と考えます。 

そして、政治家や政党の政策が社会や国の将来にどのような影響を与えるかを決める権

利を持っています。投票は、自分の望む社会や国の将来像を実現するための手段でもあり

ます。 

このように考えることから投票率向上のための取り組みについて質問いたします。 

①香芝市長選挙・香芝市議会議員補欠選挙における投票率について 

・令和６年５月１９日に執行された香芝市長選挙・香芝市議会議員補欠選挙の投票率につい

て、選挙管理委員会の分析と見解を伺います。 

 

②新たな取り組みの効果と課題について 

・わくわく親子投票体験について 

・投票済証について 

 

③市民の政治参加促進のための施策について 

・若年層（１０歳代、２０歳代）の投票率向上のため、さらなる新たな取り組みについて 

・選挙に係る経費削減について 

・5 月に当選された三橋市長には、若年層の政治離れや投票率の低下傾向をどのように考

えておられるのか、また香芝市民の政治参加への動機づけや選挙権を持たない子どもたち



の意見をどのように受け取り、政策に取り入れ実現してくださるお考えなのか等、伺います。 

 

 

２．障がい者への就労支援促進に関する取り組みについて 

 

平成 23 年の「障がい者基本法」改正から始まり、平成 24 年の「障がい者虐待防止法」

施行、平成 28 年の「障がい者差別解消法」施行等、障がい福祉を取り巻く環境は大きく変

化してきました。 

さらに、平成 28 年の「成年後見制度促進法」、平成 30 年の「児童福祉法」改正、令和 3

年の「医療的ケア児支援法」成立、令和6年の「障がい者支援法」改正等により、障がい者が

地域で自立した生活を送ることができるよう、生活と就労支援の充実が図られています。 

香芝市では平成31年 3月に「第 2期香芝市障がい者計画」を策定し、「すべての人が支

え合い、安全で安心な暮らしのできる地域共生のまちづくり」を基本理念とし、障がい者福

祉施策を推進してこられました。 

その一方で市民ニーズの多様化や課題の複雑化により、地域に適した支援と、きめ細か

な対応が求められています。 

そこで、香芝市の障がい福祉における理念や目標を共有し、地域の課題解決策を市民で

考え、市民、障がい者団体、事業者、行政が協力して取り組むことが重要であると考えます。 

 

①障がい者への就労支援について 

・障がい者への雇用（就労）支援について 

・社会参加と自立を目的とした取り組み 

・就労後の定着率等の調査や見直しの必要性 

・就労移行支援と就労継続支援について 

・障がい者就労施設等からの物品等の調達推進について 

 

②香芝市における障がい者雇用について 

・法定雇用率の達成状況と市の見解 

・障がい者雇用の募集と採用基準 

・週所定労働時間２０時間未満の方の算定方法が変更されたことによる 

 

③障がい者雇用支援の促進について 

・香芝市障害者活躍推進計画から計画の進捗状況等を伺います。 

・障がい者雇用（就労）支援について、市長の見解や今後のビジョン等を伺います。 

 

 



一 般 質 問 通 告 書 

次の件について、会議規則第６３条の規定により一般質問の通告を致します。 

 

令和 ６ 年 ６ 月 ２４ 日 

                       質 問 者 

議 員 青木 恒子            

香芝市議会議長 

川 田  裕  様  

 

項  目 件   名 
答弁者 

(部局名) 

 

大項目 

 

中項目 

 

※箇条書で記入く

ださい。 

①市長の二元代表制の見解 

 行政機関として 

香芝市公有財産有効活用検討会議の課題 

 香芝市市政運営検証会議の課題 

 学校統廃合 

 幼保再編 

 

②生活保護 

 議員同席同行 

 生活支援課過誤払い 

葬祭扶助 

 

③孤独・孤立対策推進法 高齢者対策 

 身寄りのない高齢者対策 事務委任など 

 すでに実施している自治体 

 

④万博遠足 

 大阪万博会場の認識 

 奈良県教育委員会見解 

 香芝市として検討課題 

 

⑤教科用図書の採択 

 採択するまでの手順 

 教科書展示 

 現場の教師のかかわり 

 現場の教師の声の反映 

 教育委員会教科書採択 

 

市長 

副市長 

総務部 

企画部 

教育部 

 

 

福祉部 

 

 

 

 

健康部 

 

 

 

 

教育部 

 

 

 

教育部 



（要 旨） ※ できるだけ具体的に記入願います。 

① 市長の二元代表制の見解 

 議会と執行機関の関係はどうあるべきかの見解 

 二元代表制の理念から、香芝市公有財産有効活用検討会はどうなのか 

            学校統廃合問題 幼保再編問題 

            香芝市市政運営検証会議はどうなのか 

② 生活保護 

国基準保護世帯８０名に１人のケースワーカー。１名ケースワーカー配置が少ない 

のではないか 

議員同行同席は、厚労省見解や奈良県の実態からみて何の問題もない 

生活支援課の過誤払いについての対応  

所管が児童手当の収入認定をしなかったため、利用者への返済義務について 

 生活保護利用者の葬祭扶助について 事務手続きや遺体の尊厳について 

 

③ 孤独・孤立対策推進法 身寄りのない高齢者対策 

単身高齢者からの相談内容 

進んだ自治体の取り組み 

行政としてのルールつくり 

 

④ 大阪万博校外学習 

大阪万博会場の認識 

奈良県教育委員会見解 

香芝市としての検討課題 

 

⑤ 教科書採択について 

採択までの手順 展示 

現場教師や市民の声はどのように反映されるのか 

教育委員会で独自の教科書採択会議は行わないのか  

 

 

 

 



一 般 質 問 通 告 書 

次の件について、会議規則第６３条の規定により一般質問の通告を致します。 

 

令和６年６月２４日 

                       質 問 者 

                        議 員 中 山 武 彦   

香芝市議会議長 

川 田  裕  様  

 

項  目 件   名 
答弁者 

(部局名) 

 

大項目 

 

中項目 

 

※箇条書で記入く

ださい。 

※太枠内の事項を

一般質問通告一覧

表に記載します。 

１ 香芝市の発展をめざす政策について 

（１） インターナルプロモーションの推進について 

（２） 子ども・若者施策について 

（３） 人口増資する施策について 

 

２ 困難を抱える方への支援について 

（１） 困難を抱える女性の相談窓口について 

（２） 孤独・孤立対策について 

市長 

副市長 

教育長 

企画部 

市民環境

部 

福祉部 

教育部 

 

 

要    旨 

 

※できるだけ具体

的に記入願いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１（１）よりよい市政運営には、職員にとって働きや

すい職場環境・組織づくりが重要と考える。職員の生

産性向上、離職防止にも資する取組みとして、組織の

フラット化、ジェンダー平等の取組みなど、若い職員

の声を聞きながらより一層進めるべきと考える。香芝

市の採用、離職の状況、近年の取組みを質問する。 

 

（２）子ども・若者が、将来に希望を持てる社会の実

現を目指す施策が積極的に進められている。「こども」

に若者の意味を含めた「こども家庭庁」が昨年創設さ

れ、こども基本法の成立、こども大綱の策定などに続

き、最近、「こどもまんなか実行計画２０２４」が決

定をみた。市でも、子ども・若者の声を市政に反映す

る施策や最近の課題であるヤングケアラー支援、不登

校の支援体制の強化など、より積極的に推進すること

が重要と考える。香芝市の取組みとともに、５月２４

日、「自治体子ども計画」策定に向け、ガイドライン

が示されたことで、市の計画づくりについて問う。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

要    旨 

 

※できるだけ具体

的に記入願いま

す。 

 

（３）子ども・若者施策、子育て支援に加え、人口の「社会

増」につながる取組みが重要と考える。これまで香芝市は、

シティプロモーションやシビックプライドの醸成につなが

る取組みをされているが、人口減少の現状からみて、より一

層の推進が期待されるため、今後の取組みについて質問す

る。 

 

２（１）女性支援に関する新法が４月に施行されたことを踏

まえ、女性の立場から多様な悩みや困り事を安心して相談で

きる窓口を設けたり、担当部署を明示したりして、今まで以

上に一層相談しやすい役所にする必要があると考える。 

生活困窮、性暴力・犯罪被害、家庭関係の破綻など様々な困

難を抱える女性への相談支援について質問する。 

 

（２）高齢化の進展などで単身の高齢世帯が増加する傾向に

あるなか、ご家族による支援を前提としている施策から一人

ひとりに伴走する支援が求められると考える。相談先の一つ

となる「重層的支援体制整備事業」の進捗について質問する。

また、高齢者人口の増加により、身よりのない方がお亡くな

りになる事例が増えれば、香芝市として、相続人等の調査、

葬祭、遺留金品等の保管などの業務が増えると考えるが、市

としてどのように進めるのか、課題や対応策について質問す

る。 

さらに、生活困窮者自立支援法等の改正で、単身高齢者や障

がい者などの住まいの確保が困難な方への支援が強化され

る。昨今、住宅を管理する方のなかで、単身高齢者の入居を

拒む実情があると聞くが、自治体が住まいに関する相談支援

を行うことが明確化されるなかで、香芝市も実情を把握しな

がら、支援していく必要がある。市の取組みについて質問す

る。 

 

 

 

 

 



一 般 質 問 通 告 書 

次の件について、会議規則第６３条の規定により一般質問の通告を致します。 

 

令和 6年 6月 24日 

                       質 問 者 

                     議 員  野口 昌史       

香芝市議会議長 

川 田  裕  様  

 

項  目 件   名 
答弁者 

（部局名） 

 

大項目 

 

中項目 

 

※箇条書で記入

ください。 

 

 

1，香芝市における地域公共交通について 

① 市民からの声に対する受け止めについて 

② コミュニティバスの廃止基準について 

③ 減便・廃止になった場合の代替手段について 

④ デマンドタクシーの利用状況について 

⑤ 本市の地域公共交通についての市長の考えについて 

⑥ 地域公共交通においてのドライバー不足について 

市長 

副市長 

生活安全部 

その他 

関連部局 

 

（要 旨）※できるだけ具体的に記入願います。 

 

① 以前より現行のコミュニティバスとデマンドタクシーの公共交通ではカバーしきれ

ていない狭あい道路の周辺にお住まいの方々には根強い不満が残っており、本市にお

いて今日までなかなか解決できていない課題の一つであります。そこでそのような市

民の声を市はどのように受け止め、具体的にどのような手段で解決を模索しているの

かを伺う。 

 

② コミュニティバスについて、広報かしばで利用実績による見直し・廃止基準が導入さ

れることが公表されたが、廃止基準の導入はいつ公共交通活性化協議会で決定された

のか、また廃止基準の 2名未満となった根拠を伺う。 

 

 

③ 減便・廃止するならば、市長が選挙時に訴えられた『自家用車がなくても暮らせる街

づくり』という視点からその代替手段の構築の議論も前もってするべきかと考える

が、それについて市の考えを伺う。 

 

④ デマンドタクシーについては、特定の時間帯（特に朝）に集中してニーズがあるため

予約が取りにくい等の市民からの不満の声もあるようだが、これに対して市は現状ど

のような対策を行っているのかを伺う。 

 



 

⑤ 他の市長村では地域住民の不便を解消するために、レベル４自動運転システム対応の

EVバスをはじめ様々な手段での取り組みをされているが、現在本市でカバー出来て

いない地域の皆さまに対して他地域で実績のある EV 軽自動車導入について検証し

て頂きたく、市長の考えについて伺う。 

 

⑥ 奈良県の公共交通の事情を考えると、本市の地域公共交通を請け負っている業者さん

においては利益よりも地域貢献的な意味合いをもって貢献して頂いていると思うが、

そのような状況下においてドライバー不足の問題に対しては本市が積極的に課題解

決に奔走すべきであると考えるが、それに関して市の考えを伺う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



一 般 質 問 通 告 書 

次の件について、会議規則第６３条の規定により一般質問の通告を致します。 

 

令和 ６年 ６月２４日 

                       質 問 者 

                      議 員  下 村 佳 史            

香芝市議会議長 

川 田  裕  様  

 

項  目 件   名 
答弁者 

（部局名） 

 

大項目 

 

中項目 

 

※箇条書で記入

ください。 

 

 

 

１．道路整備の充実について 

⑴街路整備プログラムについて 

⑵生活道路について 

 

２．生活基盤・地域拠点の整備・機能の充実について 

⑴二上山駅の駅前整備について 

 

３．学校教育の充実について 

⑴登下校時の安全について 

⑵教科書選定、採択について 

 

市   長 

副 市 長 

教 育 長 

企 画 部 

総 務 部 

市民環境部 

都市創造部 

教 育 部 

（要 旨）※できるだけ具体的に記入願います。 

１．道路整備の充実について 

⑴街路整備プログラムについて 

①「街路整備プログラム」にて中期に事業着手としている『穴虫田尻線』について

は、本市西部地区の主要な道路であることから、新たな「街路整備プログラム」

の策定業務が進められていると思いますが、その内容や方向性について伺います。 

②旭ケ地区から関屋駅までの区間にて『穴虫田尻線』の早期供用を期待しています。 

国の交付金の配分見込みと現在策定を進めている「街路整備プログラム」を踏ま

えて、次に事業着手を予定しているのはどの路線を考えておられるか伺います。 

⑵生活道路について 

①都市計画道路の整備には、長い期間を要するものと思います。その間、関屋地区で

は、生活道路における通過交通の問題がしばらく解消されない状態が続きますが、

都市計画道路の事業検討と並行して、このような生活道路の改善にも取り組んで頂

けるか伺います。 

 

２．生活基盤・地域拠点の整備・機能の充実について 

⑴近鉄二上山駅の駅前整備について 

①近鉄二上山駅の駅前整備の状況について伺います。 

②国道までの市道についてはどうですか。 



③拡幅の計画はありますか。 

④今後の整備方針について伺います。 

 

３．学校教育の充実について 

⑴登下校時の安全について 

 ①関屋小学校区で、春実台やさくら坂の登下校時の通学距離について伺います。 

  ②晴実台やさくら坂からの通学時間を伺います。 

③関屋小学校以外で、通学距離の長い区域はあるのか伺います。 

④晴実台やさくら坂から通っている児童数を伺います。 

⑤晴実台やさくら坂からの登下校の負担を、教育委員会はどう考えているのか 

伺います。 

⑥登下校時に熱中症となった児童はどの程度いるのか伺います。 

⑦これまでの取り組みについて伺います。 

⑧６月１９日には市長も通学路を歩いたと聞きましたが、遠距離の徒歩通学につい

ての市長の考えをお伺いします。 

⑨スクールバス運行について教育委員会の考えをお伺いします。 

⑵教科書選定、採択について 

①市立小・中学校の教科書は、何年ごとに選ばれるのかを伺います。 

  ②教科書採択における手順はどのようなものか伺います。 

  ③教科書を採択するうえで、どのようなことを基準とされているか伺います。 

  ④採択において、市民の意見が反映されているか伺います。 

  ⑤歴史的分野の教科書は、日本固有の文化や伝統、正しい歴史観などが学べる内容

となっているか伺います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



一 般 質 問 通 告 書 

次の件について、会議規則第６３条の規定により一般質問の通告を致します。 

 

令和 6年 6月 24日 

                       質 問 者 

                     議 員  小 西  高 吉           

香芝市議会議長 

川 田  裕  様  

 

項  目 件   名 
答弁者 

(部局名) 

 

大項目 

 

中項目 

 

※箇条書で記入く

ださい。 

1．令和 6 年 5 月 19 日執行の市長・市議会議員補欠

選挙について 

（1）選挙公報の配布の不備について 

（2）投票済証について 

2．香芝市の保育所の待機児童について 

（1）待機児童の現状について 

（2）待機児童の解消について 

3．小学校の統廃合の見直しについて 

（1）見直しの考えについて 

（2）香芝市望ましい学校環境検討委員会の今後につ

いて 

4．中学校部活動の地域移行について 

（1）部活動の実証事業の委託業務入札不調について 

（2）地域移行に向けた今年度の対応について 

市長 

副市長 

教育長 

総務部 

福祉部 

教育部 

選挙管理委員会

関係部局 



（要 旨） ※ できるだけ具体的に記入願います。 

1．令和 6年 5月 19日執行の市長・市議会議員補欠選挙について 

（1）選挙公報の配布の不備について 

※選挙期間中に配布されなかった理由と今後の課題は。 

 

（2）投票済証について 

※投票後に配布された理由と効果、今後の課題は。 

 

2．香芝市の保育所の待機児童について 

（1）待機児童の現状について 

※待機児童の現状と今後の課題は。 

 

（2）待機児童の解消について 

※今後の解消の考え、方針は。 

 

3．小学校の統廃合の見直しについて 

（1）見直しの考えについて 

※具体的な考え、方針は。 

 

（2）香芝市望ましい学校環境検討委員会の今後について 

※検討委員会の進め方は。 

 

4．中学校部活動の地域移行について 

（1）部活動の実証事業の委託業務入札不調について 

※入札不調になった理由と今後は。 

 

（2）地域移行に向けた今年度の対応について 

※今年度の対応と今後の対応は。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



一 般 質 問 通 告 書 

次の件について、会議規則第６３条の規定により一般質問の通告を致します。 

 

令和 ６年 ６月２４日 

                       質 問 者 

                     議 員   筒 井  寛 

香芝市議会議長 

川 田  裕  様  

 

項  目 件   名 
答弁者 

（部局名） 

 

大項目 

 

中項目 

 

※箇条書で記入

ください。 

 

 

 

 

１．重層的支援で『奈良いち』になる 

 (1) 重層的支援の効果と必要性について 

 (2) 重層的支援体制の整備、組織編制等について 

市    長 

副 市 長 

企 画 部 

総 務 部 

財 務 局 

市民環境部 

産業振興局 

生活安全部 

福 祉 部 

健 康 部 

都市創造部 

教 育 部 

（要 旨）※できるだけ具体的に記入願います。 

 

１． 本年 3月議会において、孤独死・孤立死の防止の為の見守りの必要性について、 

  主に住居面を中心に質問したが、それを含め、生活面や経済的支援、また、高齢 

  者や障害者だけでなく、子育て世代や子ども達への支援も含めた、重層的支援体 

  制の整備の必要性が高まっている状況の中、令和 6年度に入り、重層的支援体制 

  の構築のための準備が進んでいる状況であることを聞き及び、それについて、具 

  体的な事業の準備の進展状況や組織体制などを質問・確認し、今後のより良い支 

  援体制の整備の充実に活かしたい。 

 


